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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】異なる種類の内容物を、袋の内部を仕切って設
けた複数の小室に、使用直前まで各内容物を隔離した状
態で保存することができる共に、内容物の収容効率が高
い多室包装袋、及びその製造方法を提供する。
【解決手段】可撓性フィルムにより形成された小室を複
数有する包装袋であって、袋の前側と後ろ側を構成する
対向する一対の平面部１と、袋の内方に向けて突出する
内凸部と袋の外方に向けて突出する外凸部５Ｌ，５Ｒが
交互に形成され、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも
１つ多いガゼット形状を有する一対の側部２と、前記一
対の平面部の間に配置され、且つ、その側縁部が前記側
部の外凸部に位置し、包装袋内の小室間を仕切る、少な
くとも１つの仕切り部３とを有することを特徴とする、
多室包装袋である。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性フィルムにより形成された小室を複数有する包装袋であって、
　袋の前側と後ろ側を構成する対向する一対の平面部と、
　袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突出する外凸部が交互に形成され
、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット形状を有する一対の側部と、
　前記一対の平面部の間に配置され、且つ、その側縁部が前記側部の外凸部に位置し、包
装袋内の小室間を仕切る、少なくとも１つの仕切り部とを有することを特徴とする、多室
包装袋。
【請求項２】
　前記一対の側部の外凸部間の幅寸法が、前記平面部の幅寸法と同等又はそれ以上である
ことを特徴とする、請求項１に記載の多室包装袋。
【請求項３】
　前記仕切り部の一方の側縁部が、前記側部の外凸部に位置し、他方の側縁部が、平面部
と側部の間に挟まれて位置していることを特徴とする、請求項１又は２に記載の多室包装
袋。
【請求項４】
　前記仕切り部の一方の側縁部が、前記側部の外凸部に位置し、他方の側縁部とこれに隣
り合う部材との相対する面同士とがシールされていることを特徴とする、請求項１又は２
に記載の多室包装袋。
【請求項５】
　前記他方の側縁部とこれに隣り合う部材との相対する面同士のシールが、剥離可能なシ
ールであることを特徴とする、請求項４に記載の多室包装袋。
【請求項６】
　前記多室包装袋に、注出具が取り付けられていることを特徴とする、請求項１乃至５の
いずれか一項に記載の多室包装袋。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の多室包装袋に内容物が充填されている内容物充
填体。
【請求項８】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の多室包装袋を製造する方法であって、
　いずれも可撓性フィルムで形成された、一対の平面部用部材、一対の側部用部材、及び
仕切り部用部材を準備する工程、
　前記側部用部材を折り込んで、袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突
出する外凸部が交互に形成され、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット
形状にする工程、
　前記仕切り部用部材の端部と、前記側部用部材の外凸部とをシールして仕切り部用部材
及び側部用部材の一体化物を形成する工程、
　前記一体化物を、前記一対の平面部用部材の間に挟み重ね合わせ体を形成し、重ね合わ
せ体の各部材が封止されていない部分において、多室包装袋を形成した際に端縁部となる
部分のうち充填口となる端縁部以外の端縁部をシールする工程、
を含むことを特徴とする多室包装袋の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、袋の内部に複数の小室を有する多室包装袋、及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、予め、異なる種類の内容物を１つの袋内で配合させておくと、経時的に内容
物の状態に変化が生じてしまうような内容物については、使用直前まで各内容物を隔離し
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た状態で保存することが好ましく、このような内容物の充填に適する袋として、複数の小
室（多室）を備えた多室包装袋が提案されてきた。
【０００３】
　さらに、近年では、こうした機能を備えた多室包装袋において、折り畳んだ状態の袋の
サイズ（面積）と比べて、袋に内容物を収容した際の袋の拡張の程度（充填量、有効容積
）が高い、すなわち、内容物の収容効率が高い機能が付加された多室包装袋が、使用用途
の広さから市場から求められている。
【０００４】
　多室包装袋の技術分野においては、様々な改良が重ねられ、例えば、特許文献１では、
主収納室と主収納室と連結可能な副収納室、及び主収納室と副収納室を隔離する剥離性シ
ール部等からなる仕切部とを有する多室パウチが開示されている。当該多室パウチは、使
用時に圧をかけることによって、仕切部を開封し、パウチ内で各内容物を混合させること
ができる機能を有することが記載されている。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載された多室パウチにおいては、使用直前まで各内容物
を隔離した状態で保存することができる機能は有するものの、内容物の収容効率を高める
ための検討はなされていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－２２７８４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、異なる種類の内容物を、袋の内部を仕切って設けた複数の小室に、使
用直前まで各内容物を隔離した状態で保存することができる共に、内容物の収容効率が高
い多室包装袋、及びその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意検討したところ、ガゼット形状の側部が有す
る外凸部に、包装袋内の室間を仕切る仕切り部を配置させることにより、袋の前後方向に
小室が並設され、使用直前まで各内容物を隔離した状態で保存することができる共に、内
容物の収容効率を高くすることができることを見出し、これらの知見に基づいて本発明を
完成するに到った。
【０００９】
　すなわち本発明の多室包装袋は、可撓性フィルムにより形成された小室を複数有する包
装袋であって、
　袋の前側と後ろ側を構成する対向する一対の平面部と、
　袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突出する外凸部が交互に形成され
、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット形状を有する一対の側部と、
　前記一対の平面部の間に配置され、且つ、その側縁部が前記側部の外凸部に位置し、包
装袋内の小室間を仕切る、少なくとも１つの仕切り部とを有することを特徴とする、多室
包装袋である。
【００１０】
　本発明の多室包装袋において、前記一対の側部の外凸部間の幅寸法が、前記平面部の幅
寸法と同等又はそれ以上とする形態であることが好ましい。
【００１１】
　本発明の多室包装袋は、前記仕切り部の一方の側縁部が、前記側部の外凸部に位置し、
他方の側縁部が、平面部と側部の間に挟まれて位置されている形態とすることができる。
【００１２】
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　本発明の多室包装袋は、前記仕切り部の一方の側縁部が、前記側部の外凸部に位置し、
他方の側縁部とこれに隣り合う部材との相対する面同士とがシールされている形態とする
ことができる。
【００１３】
　本発明の多室包装袋において、前記他方の側縁部とこれに隣り合う部材との相対する面
同士のシールが、剥離可能なシールであってもよい。
【００１４】
　本発明の多室包装袋において、前記多室包装袋に、注出具が取り付けられていてもよい
。
【００１５】
　本発明の内容物充填体は、上記した本発明の多室包装袋に内容物が充填されてなる内容
物充填体である。
【００１６】
　本発明の多室包装袋を製造する方法は、
　いずれも可撓性フィルムで形成された、一対の平面部用部材、一対の側部用部材、及び
仕切り部用部材を準備する工程、
　前記側部用部材を折り込んで、袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突
出する外凸部が交互に形成され、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット
形状にする工程、
　前記仕切り部用部材の端部と、前記側部用部材の外凸部とをシールして仕切り部用部材
及び側部用部材の一体化物を形成する工程、
　前記一体化物を、前記一対の平面部用部材の間に挟み重ね合わせ体を形成し、重ね合わ
せ体の各部材が封止されていない部分において、多室包装袋を形成した際に端縁部となる
部分のうち充填口となる端縁部以外の端縁部をシールする工程、
を含むことを特徴とする多室包装袋の製造方法である。
【発明の効果】
【００１７】
　上記の如き本発明によれば、異なる種類の内容物を、袋の内部を仕切って設けた複数の
小室に、使用直前まで各内容物を隔離した状態で保存することができる共に、内容物の収
容効率が高い多室包装袋、及びその製造方法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の実施形態にかかる多室包装袋を構成する各部材（平面部１、側
部２、及び仕切り部３）の位置関係を示す斜視図である。
【図２】図２Ａ～Ｃは、側部２のガゼット形状のバリエーションを示す横断面図である。
【図３】図３Ａ～Ｃは、本発明の多室包装袋において、仕切り部の側縁部と側部の外凸部
との配置、及び、平面部の側縁部と側部の側縁部との配置を示す横断面図である。
【図４】図４Ａは、本発明の第一の実施形態にかかる多室包装袋１０１を示す斜視図であ
り、図４Ｂは、図４ＡのＡＡ断面図である。
【図５】図５は、本発明の第一の実施形態にかかる多室包装袋１０１に、内容物が充填さ
れてなる本発明の第二の実施形態にかかる内容物充填体１０２を示す斜視図である。
【図６】図６Ａは、本発明の第三の実施形態にかかる多室包装袋１０３を示す斜視図であ
り、図６Ｂは、図６ＡのＡＡ断面図である。
【図７】図７Ａは、本発明の第四の実施形態にかかる多室包装袋１０４を示す斜視図であ
り、図７Ｂは、図７ＡのＡＡ断面図である。
【図８】図８Ａは、本発明の第五の実施形態にかかる多室包装袋１０５を示す斜視図であ
り、図８Ｂは、図８ＡのＡＡ断面図である。
【図９】図９は、本発明の第六の実施形態にかかる多室包装袋１０６を示す断面図である
。
【図１０】図１０は、本発明の第七の実施形態にかかる多室包装袋１０７を示す断面図で
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ある。
【図１１】図１１は、本発明の第八の実施形態にかかる多室包装袋１０８を示す断面図で
ある。
【図１２】図１２は、本発明の第九の実施形態にかかる多室包装袋１０９を示す断面図で
ある。
【図１３】図１３は、本発明の第十の実施形態にかかる多室包装袋１１０を示す断面図で
ある。
【図１４】図１４は、本発明の第十一の実施形態にかかる多室包装袋１１１を示す断面図
である。
【図１５】図１５は、本発明の第十二の実施形態にかかる多室包装袋１１２を示す断面図
である。
【図１６】図１６は、本発明の第十三の実施形態にかかる多室包装袋１１３を示す断面図
である。
【図１７】図１７は、本発明の第十四の実施形態にかかる多室包装袋１１４を示す断面図
である。
【図１８（１）】図１８Ａ～Ｃは、本発明の多室包装袋を製造する方法を説明する図であ
る。
【図１８（２）】図１８Ｄ～Ｅは、本発明の多室包装袋を製造する方法を説明する図であ
る。
【図１８（３）】図１８Ｆ～Ｇは、本発明の多室包装袋を製造する方法を説明する図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の多室包装袋は、可撓性フィルムにより形成された小室を複数有する包装袋であ
って、
　袋の前側と後ろ側を構成する対向する一対の平面部と、
　袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突出する外凸部が交互に形成され
、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット形状を有する一対の側部と、
　前記一対の平面部の間に配置され、且つ、その側縁部が前記側部の外凸部に位置し、包
装袋内の小室間を仕切る、少なくとも１つの仕切り部とを有することを特徴とするもので
ある。
【００２０】
　本発明の実施形態にかかる多室包装袋の平面部１、側部２、及び仕切り部３を構成する
可撓性フィルムは、一般に袋の製造に用いられる可撓性フィルムであれば、特に限定され
ず、例えば、単層フィルムであってもよく、最外層となる基材層、中間層、及び最内層と
なるシーラント層など複数の層からなる積層フィルムであってもよい。
【００２１】
　基材層は、袋の最外層を形成し、印刷適性、耐ピンホール性、及び耐衝撃性等の機能を
有する層であることが好ましい。基材層の材質としては、例えば、ポリエチレンテレフタ
レート、ポリプロピレン、ポリアミド、及びエチレンビニルアルコール共重合体等の一軸
又は二軸延伸フィルム、並びに、これらの延伸フィルムを積層したもの等が挙げられる。
【００２２】
　これらの延伸フィルムに、袋の用途として、酸素バリア性、及び水蒸気バリア性が要求
される場合、基材層の材質としては、例えば、アルミニウム等の金属、並びに、酸化アル
ミニウム、及び酸化ケイ素等の無機酸化物を蒸着させた蒸着フィルム；ポリ塩化ビニリデ
ン、及びポリアクリル酸系樹脂等をコーティング（バリアコート）させたコートフィルム
；等を用いることもできる。また、紙やセロファン等も用いることができる。
【００２３】
　中間層は、酸素バリア性、水蒸気バリア性、及び引き裂き性等の機能を有する層である
ことが好ましい。中間層の材質としては、袋の用途として、酸素バリア性、及び水蒸気バ
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リア性が要求される場合には、例えば、アルミニウム箔などの金属箔；アルミニウム等の
金属、並びに、酸化アルミニウム、及び酸化ケイ素等の無機酸化物を蒸着させたフィルム
；ポリ塩化ビニリデン、及びポリアクリル酸系樹脂等をコーティング（バリアコート）さ
せたフィルム；等が挙げられる。
【００２４】
　シーラント層は、袋の最内層を形成し、ヒートシールが可能な層であることが好ましい
。シーラント層の材質としては、例えば、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、直
鎖状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン酢酸ビニルコポリマー、及びアイオ
ノマー樹脂等からなる未延伸フィルム、又はこれらの樹脂を層状に押し出したものが挙げ
られる。
【００２５】
　これらの層を積層して積層フィルムを形成する方法は、一般に積層フィルムの形成に用
いられる積層方法であれば、特に限定されず、例えば、接着剤を用いてドライラミネート
法により積層してフィルムを形成する方法であってもよく、熱接着樹脂を用いて押し出し
ラミネート法により積層フィルムを形成する方法であってもよい。また、その他のラミネ
ート法により積層フィルムを形成する方法であってもよい。
【００２６】
　また、平面部１、側部２の最内層を構成する材料は、それぞれをヒートシールにより貼
り合わせる観点から、ヒートシール性の同質材料であることが好ましい。
　ここで「ヒートシール性の同質材料」とは、加熱により熱融着し、接合が可能な特性を
有する材質のことをいう。
　さらに、仕切り部３においては、図１に示すように、仕切り部の側縁部３ｓを側部２の
外凸部５に挟むように配置する場合や、仕切り部の上端部３ｔ及び下端部３ｂを一対の平
面部１，１の両方と貼り合わせる場合、すなわち、仕切り部３の両面において、側部２の
外凸部５あるいは一対の平面部１，１が貼り合わされている場合には、仕切り部３の両最
外層は、共にヒートシールが可能な層であることが好ましい。
【００２７】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
　図１は、本発明の実施形態にかかる多室包装袋を構成する各部材（平面部１、側部２、
及び仕切り部３）の位置関係を示す斜視図である。
【００２８】
　図１に示すように、本発明の多室包装袋は、袋の前側と後ろ側を構成する対向する一対
の平面部１，１と、ガゼット形状を有する一対の側部２，２と、一対の平面部１，１の間
に当該平面部と略平行に配置され、且つ、その側縁部３ｓが側部２の外凸部５に位置し、
包装袋内の小室間を仕切る、少なくとも１つの仕切り部３から構成される。包装袋を構成
する各部材は、いずれも可撓性フィルムで形成されており、折り曲げ加工することが可能
である。
【００２９】
　側部２は、包装袋の内方に向けて突出する内凸部４と袋の外方に向けて突出する外凸部
５が交互に形成され、且つ、内凸部４の数が外凸部５の数よりも１つ多いガゼット形状を
有する。
　ここで「内凸部」とは、包装袋の内方に向けて横断面Ｖ字状に折り込みができる折線部
又はその近傍のことをいい、一方、「外凸部」とは、袋の外方に向けて横断面Ｖ字状に折
り返しができる折線部又はその近傍のことをいう。
【００３０】
　本発明の多室包装袋において、一対の側部２，２の外凸部５間の幅寸法Ｗ２は、特に限
定されず、平面部の幅寸法Ｗ１と同等又はそれ以上であってもよいが、袋の拡張性を向上
させて、内容物の収容効率を高める観点から、図１に示すように、外凸部５間の幅寸法は
、平面部１の幅寸法よりも大きい幅寸法であることが好ましい。
　ここで「一対の側部の外凸部間の幅寸法」とは、側部２の一方の外凸部５から、当該側
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部２の他方の外凸部５に達するまでの幅寸法のことをいう。また、「平面部の幅寸法」と
は、平面部１の一方の側縁部１ｓから、当該平面部１の他方の側縁部１ｓに達するまでの
幅寸法のことをいう。
【００３１】
　図１に示す例では、外凸部５，５間の幅寸法Ｗ２が、平面部１の幅寸法Ｗ１より長い形
状である。この例における仕切り部３は両側縁部３ｓを外凸部５，５に位置させているた
め、仕切り部３の幅寸法Ｗ３は、外凸部５，５間の幅寸法Ｗ２に相当する長さを有してい
る。
【００３２】
　図１に示す例では、一対の平面部１，１、一対の側部２，２、及び仕切り部３は、それ
ぞれ別個独立の部材であるが、これらの部材の２つ以上が連続した展開形状を有する１枚
の可撓性フィルムが折り曲げられたものでもよい。
　例えば、一対の平面部１，１と一対の側部２，２が連続した展開形状を有する可撓性フ
ィルムが折り曲げられ、一対の平面部１，１となる部分と一対の側部２，２となる部分が
区画されたものでもよい。
【００３３】
　図２Ａ～Ｃは、側部２のガゼット形状のバリエーションを示す横断面図である。
　側部２のガゼット形状としては、例えば、図２Ａに示されるように、一対の内凸部４の
間に外凸部５を１つ有し、単一のマチを備えるものを例示できる。
　図２Ａの他に、図２Ｂ及び図２Ｃに示されるように、内凸部４と外凸部５とを交互に形
成し、且つ、外凸部５を２つ以上有し、最初と最後の折り込みが内凸部４となる複数のマ
チを備えるものであってもよい。
　本発明において、側部２の外凸部の折り返し部５ｂの深さは、特に限定されないが、包
装袋の内容量に応じた深さを有する。
【００３４】
　側部２は、１枚の可撓性フィルムが折り曲げられた上記のようなガゼット形状の他に、
２枚以上の可撓性フィルムの端縁同士が接合された上記のようなガゼット形状であっても
よい。
【００３５】
　図３Ａ～Ｃは、本発明の多室包装袋において、仕切り部の側縁部３ｓと側部の外凸部５
との配置、及び、平面部の側縁部１ｓと側部の側縁部２ｓとの配置を示す横断面図である
。
　仕切り部３は、一対の平面部１，１の間に配置され、且つ、その側縁部３ｓが、側部２
の外凸部５に位置している。
　ここで「仕切り部の側縁部３ｓが、側部２の外凸部５に位置する」とは、仕切り部の側
縁部３ｓが外凸部５の折れ線に直接接するように位置することを指していう他に、仕切り
部の側縁部３ｓが外凸部５の折れ線に直接は接しないが、外凸部５の近傍に位置すること
も指していう。また、仕切り部の側縁部３ｓ付近が折り曲げられた場合には、その折曲基
部３ｓ１が外凸部５の折れ線に直接接するように位置することを指していう他に、その折
曲基部３ｓ１が外凸部５の折れ線に直接は接しないが、外凸部５の近傍に位置することも
指していう。
【００３６】
　仕切り部の側縁部３ｓの配置としては、仕切り部の側縁部３ｓが外凸部５に位置されて
いれば特に限定されない。
　例えば、図３Ａに示されるように、仕切り部の側縁部３ｓの両面と外凸部５の折れ線付
近の相対する面とがそれぞれシールされて、仕切り部３が一対の平面部１，１の間に介在
するように配置されていてもよい。
　また、図３Ｂ及び図３Ｃに示されるように、仕切り部の側縁部３ｓの片面と外凸部５の
折れ線付近の相対する面とがシールされて、仕切り部３が一対の平面部１，１の間に介在
するように配置されていてもよい。
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【００３７】
　なお、本発明において、側部２の外凸部５に配置される仕切り部３の枚数は、特に限定
されないが、袋の前後方向に並設させたい小室の数に応じて適宜選択することができる。
　仕切り部３を２枚以上用いる場合には、袋の前後方向に３つ以上の小室を並設させるこ
とができる。
　例えば、仕切り部３が２枚以上用いられ、且つ、側部２の外凸部５が２つ以上設けられ
ている場合には、２枚以上の仕切り部の側縁部３ｓが、同一の外凸部に配置されていても
よいし、それぞれ異なる外凸部に配置されていてもよい。
【００３８】
　図４Ａは、本発明の第一の実施形態にかかる多室包装袋１０１を示す斜視図であり、図
４Ｂは、図４ＡのＡＡ断面図である。
　なお、図４Ｂに示される断面図は、図４Ａに示される斜視図をＡＡの断面で切断し、矢
印方向から観た図を意味する。
　以下、図６～図１７に示される断面図は、それぞれの包装袋に関して、図４Ｂに示され
る断面図と同様の意味で使用する。
【００３９】
　本発明の多室包装袋１０１は、図１に示される部材が、充填口とする上端縁を除く端縁
に沿って、それぞれ相対する面同士がシールされ、袋の前後方向に各小室９Ｘ，９Ｙが並
設された多室包装袋の実施形態である。
　多室包装袋１０１において、仕切り部の一方の側縁部３ｓＬ及び他方の側縁部３ｓＲは
、一対の側部２，２のそれぞれの外凸部５Ｌ，５Ｒに位置するものである。
【００４０】
　本発明の多室包装袋に内容物を充填し、内容物充填体として内容物を排出する際には、
当該包装袋の隅部において内容物が残留し易くなるため、内容物を隅部に溜めない観点か
ら、本発明の多室包装袋の下端側には、図４Ａに示されるような斜行シール部１５が形成
されていることが好ましい。
【００４１】
　斜行シール部１５は、包装袋の下端側の四隅部及び側部２の両外凸部において、袋内の
相対する内面同士を、仕切り部の側縁シール部６及び平面部の側縁シール部７の所定位置
から平面部の下端シール部８の所定位置に渡って、斜め形状にシールして形成されるもの
である。
【００４２】
　図５は、本発明の第一の実施形態にかかる多室包装袋１０１に、内容物が充填されてな
る本発明の第二の実施形態にかかる内容物充填体１０２を示す斜視図である。
　本発明の内容物充填体１０２は、図４に示される多室包装袋１０１において、開放され
た各小室９Ｘ，９Ｙに、上端側から異なる種類の内容物Ｘ，Ｙがそれぞれ充填され、仕切
り部の上端部３ｔが、一対の平面部の上端部１ｔの間に挟み込まれた状態で、仕切り部の
上端部３ｔに沿って、各平面部の上端部１ｔと仕切り部の上端部３ｔとを一体化して、袋
を液密又は気密の状態に封止してできる実施形態である。
【００４３】
　図６Ａは、本発明の第三の実施形態にかかる多室包装袋１０３を示す斜視図であり、図
６Ｂは、図６ＡのＡＡ断面図である。
　本発明の多室包装袋１０３は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法より
も狭い仕切り部を有し、仕切り部の一方の側縁部３ＳＬは、側部の外凸部５Ｌに位置して
いるのに対し、仕切り部の他方の側縁部３ＳＲは、その片面と、これに相対する平面部１
の内面とがシールされていること以外は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態であ
る。
　多室包装袋１０３は、図６Ａ及び６Ｂに示されるように、当該仕切り部３により袋の前
後方向において、容量体積が比較的大きい小室９Ｘと、容量体積が比較的小さい小室９Ｙ
の計２つの小室に区画されており、それぞれの小室９Ｘ，９Ｙに異なる２種の内容物Ｘ，
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Ｙ，を充填することが可能である。
【００４４】
　ここで、仕切り部の他方の側縁部３ＳＲの片面と、これに相対する平面部１の内面との
シールは、他のシール部分と同様の剥離し難いシール強度でシールされていてもよいが、
図６Ａに示されるように、剥離可能なシール強度でシールされた剥離性シール部１２が形
成されていてもよい。
【００４５】
　また、剥離性シール部１２のシール強度は、内容物が充填された袋を、手や掌で押圧し
たときに、剥離性シール部１２が容易に剥離される強度であれば、特に限定されないが、
５．０～１５．０Ｎ／１５ｍｍ程度とすることが好ましい。
【００４６】
　ここで、「Ｎ／１５ｍｍ」とは、１５ｍｍ幅の剥離性シール部１２を常温でＴ形剥離さ
せるのに必要な強度を意味し、シール強度は、ＪＩＳ　Ｚ　０２３８：１９９８に基づい
て測定される。
【００４７】
　これに対して、剥離性シール部１２以外の他のシール部のシール強度は全て、包装袋を
密封し、且つ、剥離性シール部１２のシール強度より強く手や掌の押圧に耐え得る強度で
シールされている。
【００４８】
　仕切り部の側縁部のシールが、剥離可能なシールの場合、袋の使用時に、手や掌で押圧
することで、袋の内圧が上昇して、その圧力が多室内の内容物に伝達されて、剥離力とし
て作用し、剥離性シール部１２が容易に剥離されて、一方の小室の内容物が他方の小室に
流入する経路が与えられ、各小室に収納されていた異なる種類の内容物を混合させること
ができる。
【００４９】
　図７Ａは、本発明の第四の実施形態にかかる多室包装袋１０４を示す斜視図であり、図
７Ｂは、図７ＡのＡＡ断面図である。
　本発明の多室包装袋１０４は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ仕切り部を有し、仕切り部の一方の側縁部３ＳＬは、側部の外凸部５Ｌに位置して
いるのに対し、仕切り部の他方の側縁部３ＳＲは、平面部の側縁部１ｓＲと側部の側縁部
２ｓＲとの間に挟み込まれた状態で、仕切り部の側縁部３ｓＲに沿ってシールされている
こと以外は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
　多室包装袋１０４は、図７Ａ及び７Ｂに示されるように、当該仕切り部３により袋の前
後方向において、容量体積が比較的大きい小室９Ｘと、容量体積が比較的小さい小室９Ｙ
の計２つの小室に区画されており、それぞれの小室９Ｘ，９Ｙに異なる２種の内容物Ｘ，
Ｙ，を充填することが可能である。
【００５０】
　本発明の実施形態にかかる多室包装袋においては、手指による袋の開封を容易にさせて
、袋の利便性を向上させる観点から、開封補助手段１３を設けることが好ましい。
　開封補助手段１３として、図５には「切り欠き」を図示したが、これに限定されるもの
ではない。「切り欠き」の他には、例えば、仕切り部の側縁シール部６及び平面部の側縁
シール部７上に設ける場合は、粗面、及び傷痕等の形状が代表的に挙げられる。また、平
面部の内面に包装袋の側部から側部へ横断するようにテープが配置され、そのテープの端
部には外面から摘むことが可能なつまみを有している形状でもよい。
【００５１】
　本発明の実施形態にかかる多室包装袋においては、充填された内容物の取り出しを容易
にさせて、袋の利便性を向上させる観点から、袋に注出口となる注出具１４が取り付けら
れていてもよい。
【００５２】
　図８Ａは、本発明の第五の実施形態にかかる多室包装袋１０５を示す斜視図であり、図
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８Ｂは、図８ＡのＡＡ断面図である。
　本発明の多室包装袋１０５は、図４に示される多室包装袋１０１において、各小室９Ｘ
，９Ｙに１つずつ注出具１４が取り付けられた実施形態であり、内容物Ｘ，Ｙをそれぞれ
別々に注出可能である。
【００５３】
　注出具１４の形状は、内容物や用途により異なり、特に限定されない。
　注出具１４は、口部として直接飲用する用途として用いるなど食品用のスパウトだけで
なく、様々な分野における種々の形状のものを用いてよく、例えば、医療用のゴム栓を押
し込んで又は被せて閉鎖する形状の注出具であってもよい。
　内容物を一度に全部使い切らない場合には、注出具１４の開口部を閉止させる機構を有
するキャップを具備させることもできる。
　注出具を形成する場所も特に制約されず、例えば、包装袋の側部或いは下端部近傍に、
袋内に存在するいずれかの小室に通ずる注出具を取り付けてもよい。
【００５４】
　本発明の実施形態にかかる多室包装袋の内容物としては、特に限定されない。例えば、
第一の実施形態にかかる実施形態１０１、第四の実施形態にかかる実施形態１０４、第五
の実施形態にかかる実施形態１０５に充填させる、異なる種類の内容物としては、混合せ
ずに同時に使用するものが好ましい。例えば、マスタードとケチャップ、マーガリンとジ
ャムなどの流動性物質同士の組み合わせ、砂糖とクリームなどの流動性物質と固形物の組
み合わせ、または個包装された固形物同士の組み合わせが挙げられる。
【００５５】
　また、第三の実施形態にかかる実施形態１０３に充填させる、異なる種類の内容物とし
ては、予め混合させておくと経時的に内容物が変化し、品質劣化を招いてしまうため使用
直前に混合するものや、使用直前に混合した方が美味であるものなどが好ましい。例えば
、豆乳と凝固剤、用事混合する医療用輸液などの流動性物質同士の組み合わせ、ドレッシ
ングとゴマや粉チーズ、水と茶粉などの流動性物質と固形物の組み合わせが挙げられる。
【００５６】
　これまで述べてきた発明の第一乃至第五の実施形態の多室包装袋は、２つの小室を有す
るものであったが、本発明においては、仕切り部３の枚数や幅寸法、及び側部２のガゼッ
トの形状を適宜変更することで、３つ以上の小室を有する多室包装袋を容易に設計するこ
とができる。
　以下、３つ以上の小室を有する多室包装袋について述べる。
【００５７】
　図９は、本発明の第六の実施形態にかかる多室包装袋１０６を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１０６は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ２枚の仕切り部３－１，３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方
の側縁部３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置し、当該２枚の仕切り
部３－１，３－２の他方の側縁部３ｓＲ１及び３ｓＲ２は、もう一方の側部の同一の外凸
部５Ｒに位置していること以外は、本発明の第一の実施形態と同様である。
　多室包装袋１０６は、図９に示されるように、当該２枚の仕切り部３－１，３－２によ
り袋の前後方向において、側部２にマチを有する小室９Ｘ，９Ｙと、当該２つの小室９Ｘ
，９Ｙの間には側部２にマチを有さない平袋状の小室９Ｚの計３つの小室に区画されてお
り、それぞれの小室９Ｘ，９Ｙ，９Ｚに異なる３種の内容物Ｘ，Ｙ，Ｚを充填することが
可能である。
【００５８】
　図１０は、本発明の第七の実施形態にかかる多室包装袋１０７を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１０７は、一対の側部２，２が、内凸部４と外凸部５とを交互に形
成し、且つ、外凸部５を２つ有し、最初と最後の折り込みが内凸部４となるガゼット形状
であって、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほぼ同じ２枚の仕切り部
３－１，３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方の側縁部３ｓＬ１及び
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３ｓＬ２は、それぞれ各外凸部５Ｌ１，５Ｌ２に１枚ずつ位置し、当該２枚の仕切り部３
－１，３－２の他方の側縁部３ｓＲ１及び３ｓＲ２は、それぞれ各外凸部５Ｒ１，５Ｒ２

に１枚ずつ位置していること以外は、本発明の第一の実施形態と同様である。
　多室包装袋１０７は、図１０に示されるように、当該２枚の仕切り部３－１，３－２に
より袋の前後方向において、側部２にマチを有する小室９Ｘ，９Ｙ，９Ｚの計３つの小室
に区画されており、それぞれの小室９Ｘ，９Ｙ，９Ｚに異なる３種の内容物Ｘ，Ｙ，Ｚを
充填することが可能である。
【００５９】
　図１１は、本発明の第八の実施形態にかかる多室包装袋１０８を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１０８は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法より
も狭い２枚の仕切り部３－１，３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方
の側縁部３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕
切り部の他方の側縁部３ＳＲ１は、その片面と、これに相対する平面部１－１の内面とが
シールされ、且つ、仕切り部の他方の側縁部３ＳＲ２は、その片面と、これに相対する平
面部１－２の内面とがシールされていること以外は、本発明の第一の実施形態と同様の実
施形態である。
　なお、仕切り部の他方の側縁部３ＳＲ１，３ＳＲ２の片面と、これに相対するそれぞれ
の平面部１－１，１－２の内面とのシールは、剥離可能なシールであってもよい。
【００６０】
　図１２は、本発明の第九の実施形態にかかる多室包装袋１０９を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１０９は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ２枚の仕切り部３－１，３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方
の側縁部３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕
切り部の他方の側縁部３ｓＲ１は、平面部の側縁部１ｓＲ１と側部の側縁部２ｓＲ１との
間に挟み込まれた状態で、仕切り部の側縁部３ｓＲ１に沿ってシールされ、且つ、仕切り
部の他方の側縁部３ｓＲ２は、平面部の側縁部１ｓＲ２と側部の側縁部２ｓＲ２との間に
挟み込まれた状態で、仕切り部の側縁部３ｓＲ２に沿ってシールされていること以外は、
本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
【００６１】
　図１３は、本発明の第十の実施形態にかかる多室包装袋１１０を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１１０は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ１枚の仕切り部３－１と、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法より
も狭い１枚の仕切り部３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方の側縁部
３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕切り部３
－１の他方の側縁部３ｓＲ１は、もう一方の側部の外凸部５Ｒに位置し、仕切り部３－２
の他方の側縁部３ｓＲ２は、その片面と、これに相対する仕切り部３－１の片面とがシー
ルされていること以外は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
　なお、仕切り部３－２の他方の側縁部３ｓＲ２の片面と、これに相対する仕切り部３－
１の片面とのシールは、剥離可能なシールであってもよい。
【００６２】
　図１４は、本発明の第十一の実施形態にかかる多室包装袋１１１を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１１１は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ１枚の仕切り部３－１と、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法より
も狭い１枚の仕切り部３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方の側縁部
３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕切り部３
－１の他方の側縁部３ｓＲ１は、もう一方の側部の外凸部５Ｒに位置し、仕切り部３－２
の他方の側縁部３ｓＲ２は、その片面と、これに相対する平面部１－２の内面とがシール
されていること以外は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
　なお、仕切り部３－２の他方の側縁部３ｓＲ２の片面と、これに相対する平面部１－２
の内面とのシールは、剥離可能なシールであってもよい。
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【００６３】
　図１５は、本発明の第十二の実施形態にかかる多室包装袋１１２を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１１２は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ２枚の仕切り部３－１，３－２を有し、当該２枚の仕切り部３－１，３－２の一方
の側縁部３ｓＬ１及び３ｓＬ２は、側部の同一の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕
切り部３－１の他方の側縁部３ｓＲ１は、もう一方の側部の外凸部５Ｒに位置し、仕切り
部３－２の他方の側縁部３ｓＲ２は、平面部の側縁部１ｓＲ２と側部の側縁部２ｓＲ２と
の間に挟み込まれた状態で、仕切り部の側縁部３ｓＲ２に沿ってシールされていること以
外は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
【００６４】
　図１６は、本発明の第十三の実施形態にかかる多室包装袋１１３を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１１３は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ１枚の仕切り部３－１と、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法より
も狭い１枚の仕切り部３－２を有し、当該仕切り部３－１の一方の側縁部３ｓＬ１は、平
面部の側縁部１ｓＬ１と側部の側縁部２ｓＬ１との間に挟み込まれた状態で、仕切り部の
側縁部３ｓＬ１に沿ってシールされているのに対し、仕切り部３－１の他方の側縁部３ｓ

Ｒ１は、もう一方の側部の外凸部５Ｒに位置し、当該仕切り部３－２の一方の側縁部３ｓ

Ｌ２は、側部の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕切り部３－２の他方の側縁部３ｓ

Ｒ２は、その片面と、これに相対する平面部１－２の内面とがシールされていること以外
は、本発明の第一の実施形態と同様の実施形態である。
【００６５】
　図１７は、本発明の第十四の実施形態にかかる多室包装袋１１４を示す断面図である。
　本発明の多室包装袋１１４は、仕切り部の幅寸法が一対の側部の外凸部間の幅寸法とほ
ぼ同じ２枚の仕切り部３－１，３－２を有し、当該仕切り部３－１の一方の側縁部３ｓＬ

１は、平面部の側縁部１ｓＬ１と側部の側縁部２ｓＬ１との間に挟み込まれた状態で、仕
切り部の側縁部３ｓＬ１に沿ってシールされているのに対し、仕切り部３－１の他方の側
縁部３ｓＲ１は、もう一方の側部の外凸部５Ｒに位置し、当該仕切り部３－２の一方の側
縁部３ｓＬ２は、側部の外凸部５Ｌに位置しているのに対し、仕切り部３－２の他方の側
縁部３ｓＲ２は、平面部の側縁部１ｓＲ２と側部の側縁部２ｓＲ２との間に挟み込まれた
状態で、仕切り部の側縁部３ｓＲ２に沿ってシールされていること以外は、本発明の第一
の実施形態と同様の実施形態である。
【００６６】
　以下に、本発明の実施形態にかかる多室包装袋の製造方法を具体的に説明する。説明に
おいて、袋を形成するための部材及び部材中の部分に付す符号としては、完成した包装袋
の対応する各部分に付した符号と同一の符号を付すこととする。
【００６７】
　本発明の製造方法において、各部材間をシールする方法は、特に限定されないが、例え
ば、各部材を構成する可撓性フィルムの相対する面同士を、接着剤を用いてシールする方
法；シールする各部材を構成する可撓性フィルムの相対する最表面層の材質を、ヒートシ
ール性の同質材料とし、ヒートシールによりシールする方法；等が代表的に挙げられる。
【００６８】
　また、仕切り部３と平面部１、或いは仕切り部３同士の相対する面同士を剥離可能な強
度でシールする方法も、特に限定されないが、例えば、イージーピールテープを介して対
向する面同士を接合し、剥離可能な強度でシールする方法；相対する面同士を構成する可
撓性フィルムの最表面層の材質とを、ヒートシール性の同質材料とし、ヒートシールの温
度、圧力、及び時間を適宜調節して、ヒートシールにより、剥離可能な強度でシールする
方法；等が代表的に挙げられる。
【００６９】
　本発明の多室包装袋を製造する方法は、特に限定されないが、例えば、以下に示す方法
が代表的に挙げられる。
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　本発明の多室包装袋を製造する方法は、
　いずれも可撓性フィルムで形成された、一対の平面部用部材、一対の側部用部材、及び
仕切り部用部材を準備する工程、
　前記側部用部材を折り込んで、袋の内方に向けて突出する内凸部と袋の外方に向けて突
出する外凸部を交互に形成し、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多いガゼット形
状にする工程、
　前記仕切り部用部材の端部と、前記側部用部材の外凸部とをシールして仕切り部用部材
及び側部用部材の一体化物を形成する工程、
　前記一体化物を、前記一対の平面部用部材の間に挟み重ね合わせ体を形成し、重ね合わ
せ体の各部材が封止されていない部分において、多室包装袋を形成した際に端縁部となる
部分のうち充填口となる端縁部以外の端縁部をシールする工程、
を含むことを特徴とするものである。
【００７０】
　以下において、「上端、下端、側端」とは、多室包装袋を形成した際の位置関係を指し
いう。
　図１８Ａ～Ｇは、上記本発明の多室包装袋を製造する方法を説明する図である。
　第一の方法においては、先ず、図１８Ａに示すように、一対の平面部用部材１，１、一
対の側部用部材２，２、及び仕切り部用部材３を準備する。
　なお、ここで準備した仕切り部用部材３は、幅寸法が平面部１の幅寸法よりも大きいサ
イズの仕切り部用部材である。
【００７１】
　次に、図１８Ｂに示すように、図１８Ａにおいて、幅寸法が平面部１の幅寸法よりも大
きいサイズの仕切り部用部材３を準備したことに伴って、一対の側部用部材２，２は、外
凸部の折り返し部５ｂの深さが、側部の側縁部２ｓの深さよりも深くなるように、折り込
んで内凸部４と外凸部５を交互に形成し、且つ、内凸部の数が外凸部の数よりも１つ多い
ガゼット形状にする。この例では、側部用部材２を、内凸部を２つ及び外凸部を１つ有す
るガゼット形状となるように折り曲げる。
　次に、図１８Ｃに示すように、包装袋を形成した際に側縁部３ｓに相当する、仕切り部
用部材３の端部を、ガゼット形状の側部用部材２の外凸部５に配置させる。
　次に、図１８Ｄに示すように、仕切り部用部材３の上記端部に沿って、側部用部材２と
仕切り部用部材３とをシールして一体化物（２＋３）を形成する。このシールによって、
仕切り部の側縁シール部６が形成される。
【００７２】
　次に、図１８Ｅに示すように、一体化物（２＋３）を一対の平面部用部材１，１の間に
挟み、図１８Ｆに示すように、位置合わせして重ね合わせ体（１＋２＋３）を形成する。
　なお、１８Ｆにおいて、側部の内凸部４の折込線を透視し、点線で示す。
　次に、図１８Ｇに示すように、重ね合わせ体（１＋２＋３）の各部材が封止されていな
い部分において、多室包装袋を形成した際に端縁部となる部分のうち充填口となる端縁部
以外の端縁部、すなわち多室包装袋を形成した際の両側縁部及び下端縁部に沿って、平面
部用部材１，１と一体化物（２＋３）とをシールすると、平面部の側縁シール部７及び平
面部の下端シール部８が形成され、２つの小室を有する多室包装袋が得られる。
【００７３】
　得られた多室包装袋には、内容物を隅部に溜めないために、図１８Ｇに示すように、下
端側の四隅部及び側部２の各外凸部においては、袋内の対向する内面同士を、仕切り部の
側縁シール部６及び／又は平面部の側縁シール部７の所定位置から平面部の下端シール部
８の所定位置に渡って、斜め形状にシールして斜行シール部１５を形成することで、図４
に示した多室包装袋１０１となる。
【００７４】
　また、仕切り部３の枚数や幅寸法、及び側部ガゼットの形状を適宜変更し、さらに各部
材間のシール強度を適宜変更させることで、多室包装袋１０３、１０６、１０７、１０８
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　図１８Ａ～Ｇでは、１袋の多室包装袋を作成する方法を図示したが、図１８Ｃの縦方向
に長尺のフィルムから連続して多室包装袋を作成してもよい。
【符号の説明】
【００７５】
　１　　…平面部
　１ｔ　…平面部の上端部
　１ｓ　…平面部の側縁部
　１ｂ　…平面部の下端部
　２　　…側部
　２ｔ　…側部の上端部
　２ｓ　…側部の側縁部
　２ｂ　…側部の下端部
　３　　…仕切り部
　３ｔ　…仕切り部の上端部
　３ｓ　…仕切り部の側縁部
　３ｓ１　…仕切り部の側縁部の折曲基部
　３ｂ　…仕切り部の下端部
　４　　…内凸部
　５　　…外凸部
　５ｂ　…外凸部の折り返し部
　６　　…仕切り部の側縁シール部
　７　　…平面部の側縁シール部
　８　　…平面部の下端シール部
　９Ｘ　…小室
　９Ｙ　…小室
　９Ｚ　…小室
　１０　…平面部の下端補強シール部
　１１　…平面部の上端シール部
　１２　…剥離性シール部
　１３　…開封補助手段
　１４　…注出具
　１５　…斜行シール部
　Ｘ　　…内容物
　Ｙ　　…内容物
　Ｚ　　…内容物
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